
 

 

評価書（個票） 

事務・事業名 診療報酬請求書の審査 担当課 
  （担当課長） 

保険局国民健康保険課  
（国民健康保険課長  

榎本 健太郎） 

根拠法令等 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）
第４５条第６項・高齢者の医療の確保に関する
法律（昭和５７年法律第８０号）第７０条第５
項・原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律
施行令（平成７年政令第２６号）第１４条等 
 

類 型 その他 

指定等
の形態 

指定 

事務・事業の 
概要 

○事務・事業の創設趣旨 
昭和５９年、医療保険制度改革における医療費適正化策の一環として、特別審

査制が導入され、一定点数以上の高度の専門性を要する診療報酬請求書を中央で
集中して取り扱い、審査の効率化・厳格化を図ることとした。 
この実施団体として、国民健康保険の通常の診療報酬請求書の審査を行ってい

る国保連合会が共同で設立した国保中央会が指定を受け、高度な知識を有する専
門家からなる特別審査委員会を設置し、審査の充実・強化を図っている。 
○事務・事業の概要 
 一定点数（医科４０万点、歯科２０万点等）以上の診療報酬請求書の審査（特
別審査）を行うため、特別審査委員会が置かれ、同委員会には、医科部会、歯科
部会、再審査部会の各部会が設置されている。高点数の診療報酬請求書の審査を
中央で集中的に行うことで、審査の効率化、厳格化、審査格差の是正を図ってい
る。 
○事務・事業の改正経緯 
 国保中央会で継続して実施。 
 

事務・事業の 
目的 

高度の専門性を要する診療報酬請求書の審査を中央で集中的に行うことによ
り、審査の効率化・厳格化を図るため。 

 

 関連する 
政策目標 

 
－ 

 関連する 
業績指標 

 
－ 

 指標の 
目標値等 

 
－ 
 

法人の指定等 
の状況 

別紙のとおり。 
 

指定・登録等の
基準に対する 
よくあるお問い
合わせと回答 

特になし。 

料金等・積算根
拠 

別紙のとおり。 

事務・事業の実
績 

○実績（平成２７年度） 
年間取扱件数 ３１，６１９件、査定額 ６，０９５，１４２千円 

○事業収入（平成２７年度） 
  負担金収入 ２９９．０７６千円 



 

 

 

国からの補助金
等 

○国民健康保険団体連合会等補助金（平成２８年度予算額）：５９３,７４９千円 
 内容：レセプト審査体制の向上の推進に要する費用 

事務・事業の見
直し状況（これ
までの検証） 

  レセプトのシステムチェックにおけるプログラム精度の向上やチェック項目数
の追加により、審査事務共助を強化した。今後は、審査の効率化を図るとともに、
医療費の一層の適正化を図る。 
 

事務・事業の必
要性等・有効性 

特別 ○事務・事業の必要性  
高度な専門知識を持ち合わせた審査委員による審査を中央で集中的に行うこ

とは、審査の効率化・厳格化、審査格差の是正など医療費適正化対策の一環とし
て必要である。 
 
○事務・事業の妥当性 
  特別審査委員会による審査は、高度専門化する医療に対応し、増嵩する医療費
の適正化を行う上で不可欠である。 
  
○事務・事業の有効性 
特別審査の効果として、約６１．０億の医療費の削減(査定額)が図られている。 

 
 

事務・事業の執
行体制の妥当性 

○指定等を行う妥当性 
仮に特別審査を国で実施するとなれば、審査システムの開発、事務共助を担当

する人員の確保等が必要となることから、大幅な定員増となるとともに、審査の
専門的技量の習得に時間を要する。また、診療報酬請求書の審査に当たっては、
診療側(医療機関)と支払側(保険者)のどちらか一方に偏らない公平中立な観点
から審査を行う必要があること、紛争処理的な機能を持っていること、個人情報
の厳格な取り扱いが必要であることなどのため、指定制度を採用しているところ
である。 
 
○事務・事業実施主体の適格性 
・指定等の基準の妥当性 

特別審査を行う法人については、保険者代表、診療側の代表、公益代表の３
者構成による特別審査委員会が設置されていることを厚生労働大臣が確認す
る必要があり、国保中央会はこの基準に合致している。 
 
・実施主体としての指定等法人の適格性 

  国保中央会は、国民健康保険の通常の診療報酬請求書の審査を行っている国
保連合会が共同で設立した中央団体であり、特別審査制度の目的から実施主体
としての適格性を有している。 

 

評価結果の総括 
（現状分析（事
務・事業の評価）
と今後の方向
性） 
 

○一定点数以上の高度の専門性を要するレセプトを中央で集中して取り扱い、審
査の効率化、厳格化を図ることを目的としている特別審査は、増嵩する医療費
の適正化を行う上で不可欠。よって、指定制度及び国保中央会の指定を継続す
る。 

 

備考  

 



 

 

 

別紙 

 

合計１法人 

 ・公益社団法人国民健康保険中央会 

 

法人名 指定等の時期 連絡先（ＴＥＬ） 料金等・積算根拠 

公益法人（１法人） 

（公社）国民健康保

険中央会 

 

昭和５９年１０月 03-3581-6821 【料金等】 

特別審査委員会負担金 299,076 千円 

 

 

【積算根拠】 

＜考え方＞ 

毎年度の特別審査委員会における診療

報酬請求書の審査業務に必要な経費を国

保連合会に求めるに当たり、各連合会の

負担金について審査件数の変動による増

減幅を小さく抑えるために特別審査件数

割の他に各連合会の規模割（総レセプト

件数割）と均等割を採用している。 

 

【299,076 千円の内訳】 

(1)特別審査件数割             127,006 千円 

(2)規模割（総レセプト件数割） 151,061 千円 

(3)均等割                  21,009 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 


